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2026 年 2 月 27 日 第 37 号 

 

働きがいのある学校づくりのために 

市教委交渉を行いました 
 

２月１７日（火）に、今年度の一般要求市教委交渉を行いました。交渉には、市教委から教育

長、教育指導部長が出席。市教組からは執行委員５名が参加しました。  

これまでの教職員要求アンケートや職場実態調査、組合員全員集会で出された意見などをも

とに要求書を１２月末に提出しました。以下に交渉の内容をお伝えします。  

 

 

(1) 勤務条件整備にあたっては、自由で創造的な教育活動こそが豊かな実践の基盤であり、教職の

魅力の根底にあることを再認識し、地域の諸課題をふまえた自発的な実践が展開できるようにする

ことを基本とすること。 

 

組 合： 教育は本来自由で創造的であるべきであり、豊かな実践の基盤となるものだが、昨

今は授業時数の確保だけで精一杯だ。また「構造化」と称し、学力をつけることだけが

優先された授業の効率化が進み、子どもたちにとって楽しく自主性を育ててきた様々

な行事も大きく削減されている。 

市教委：私も教研集会や体育同志会などで学んできた。自主的な研修は大切なので、先生方に

余裕を持たせてやりたい。授業も効率化だけを追及するのでなく、子どもたちの多様

な思考を尊重して授業を進めて行くような授業づくりの指導を行っていく。 

組 合： 子ども同士の人間関係づくりや、親の不安への対応などで学級担任の負担が大きく

なっている。先生方は真面目なので、どうしても担任一人で責任を感じて抱え込んで

しまう。 

市教委： 担任だけが電話対応などで苦労するのではなく、主任や教頭で対応を分担するなど

を指導していきたい。学校が小さくなり主任を置けない学校も増えているが、教頭が

かなりカバーするようにしている。  

組 合： 南成中・北成中の開校によってバス通学の生徒が増えるが、早い時間に登校した生

徒の対応は誰が対応するのか。学校まかせにして特定の先生だけの負担にならないか。 

市教委： あまり早い時間でなく通常の登校時間になるよう調整している。 
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(2) 産育休代、病代、研修代、教育業務支援員、学習指導員等が未配置にならないよう、県教委

とともにあらゆる方策を講ずること。 

 

代替配置は県教委（教育事務所）の義務的業務であり、市教委は権限外のことですが、そう

も言っていられない実態があり、組合は市教委も全力を挙げて代替者の確保を行うよう要求し

ました。 

組 合： 現時点での産休代等の代替未配置の状況はどうなっているか。 

市教委： 市内４校で５名が未配置のままで、また本来フルタイムを配置すべきところ、２校

でやむを得ず週１５時間の非常勤の配置になっている。 

組 合： 何か市教委でできることはないか。  

市教委： 退職者の方も多くがすでに別の仕事についていたり、講師登録している方も少な

く、なかなか難しい。  

 

 

(3) 学級担任手当について、特別支援学級担任を対象外としないよう県教委に要請すること。 

 

組合は「学級担任手当」（義特手当への加算）については反対の立場でした。本来学校教育は

学校全体の協力・協同の取り組みであるのに、「手当があるのだから担任ががんばれ」となるよ

うな風潮を懸念したからです。さらに文科省は、特別支援学級を今後学級ではなく通級教室に

することを考えているため、支援学級の担任を学級担任加算の対象から除外しました。  

一方、義特手当（義務教育等教員特別手当（教特手当））そのものはこれまでの 1.5%から 1%

に減額されたため、特別支援学級担任はこれまでより「賃下げ」になります。 

 

【「教員の処遇見直しについて 県教育庁教職員課】 

 
 

組 合： 県も市も特別支援教育を教育の重点と位置付けている。支援学級担任の調整額も

なくなった。学級担任への加算も差別なく支給すべきではないか。  

市教委： 特別支援学級担任も加算の対象にするべきと考えている。しかし教員の給与は国

の補助であるため、県独自で加算するのは難しいと思う。 

組 合： 全県教育長会議などの場で意見をまとめ、国に強く要望してほしい。 
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(4) 副校長・教頭マネジメント支援員はこれを配置せず、予算や人材は教職員の多忙解消のため

の加配や代替教職員の確保に資するよう県教委に要請すること。 

 

今年度、二中と三中に「教頭マネジメント支援員」が配置されています。米沢では元管理職

が教頭の業務支援を行っていますが、文科省の要領では「特別な資格は必要なし」とされ、民

間企業の事務経験者等なども例示されていて、結局誰でもいいことになっています。しかし職

務内容については「教職員の勤務管理」「学校集金の管理」などもあげられていて、まさに管理

職としての業務も担うものとなっており、極めて問題です。  

組 合： 管理職のような業務を行うことのないように徹底してほしい。また、そんな余裕

があるのなら、不足している教職員の代替に当てるべきとの声もある。  

市教委： 管理職の業務は行っておらず、全く学校現場を知らない人が今後入ることはない

と考えている。 

 

(5) 本県においては、「主務教諭」など新たな職の設置による教員の階層化をすすめないよう県教

委に要請すること。 

 

文科省は、教頭と主幹教諭の間で「連絡・調整」をする職として、新たに

「主務教諭」なる職を置くこととする法改正を行いました。学校内での教職

員の階層を増やすことで、ますます管理職の権限を強化するとともに、教職

員間の競争を促すねらいです。  

最も階層化が進んでいる東京都ではすでに右のような階層になっており、

それぞれで給料表が異なり、上の階層に行くにはその都度昇任試験を受ける

必要があります。ここにさらに「主務教諭」を置くというのですが、山形県

のような学校規模でそんなことができるわけもなく、山形県では条例改正を

していません。 

佐藤教育長も、「山形県では必要ないと思う」と回答しました。  

 

 

(6) 上杉祭りでの鼓笛パレード、地域連携の諸行事、PTA 早朝作業等、時間外勤務や休日勤務を当

然の前提としている業務については、一旦すべてを見直した上で、真に必要な業務については

当該教職員と十分な協議を経て行うよう校長を指導すること。 

 

上杉まつりの鼓笛パレードや地域の文化祭への参加は、学校と地域を結ぶ大切な行事であり、

組合もその大切な意義を共有しています。その上で、今までは休日の参加であるにもかかわら

ず、長年代替休の保証もないまま何となく参加してきたという経緯があります。  

鼓笛パレードには、興譲小・東部小・西部小・南部小・北部小・愛宕小・窪田小と多くの学

校が一斉に参加しますが、上杉まつりは民間の実行委員会が主導しており、教職員や児童の休

日参加について十分考慮されて来なかったのが実態です。  

佐藤教育長は、自身が北部や興譲の校長の時に、休日の上杉まつりの勤務対応について特に

明確でなかったことを認めた上で、コロナ禍以降相当スリム化されているが今後は代替休につ

いて対応する必要があること、一方、学校統合でそれまでの地域の取り組みをどう継続するか

が課題となっているなどと回答しました。 

統括校長 

校長 

副校長 

（★主務教諭） 

主幹教諭 

指導教諭 

主任教諭 

教諭 

講師 
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(7) 教職員に対する管理職による過度な要求や指示、パワーハラスメントとみなされるような行

為について、秘密を遵守した相談窓口を市教委に設置すること。 

 

特にここ数年、管理職によるパワハラともみなされる言動が、組合の会議等でも多く出され

るようになっています。日常的に余裕のない学校経営を迫られる中での管理職の焦りも感じら

れますが、管理職自身の性格に関わるような事例も見られます。制度としては「公益通報制度」

や県や市に置かれている公平委員会などがありますが、これらはいずれも「明らかな法令違反」

を対象とするもので、管理職の過度な要求や暴言などの通報窓口にはあたりません。  

組 合： 学校名は伏せるが、管理職と教員との意思疎通が希薄になっているのではないか。

無理な要求、思い付きのような指示命令、叱責などが増えているように思う。  

市教委： 具体的な相談窓口の設置などは難しいが、先生方とのコミュニケーションの大切

さについて、校長会などでも話していきたい。  

 

 

(8) 部活動の地域移行にあたっては、教職員の働き方改革の視点だけでなく、学校教育の一環と

しての活動と健全なスポーツ文化活動を両立できるよう、今後の見通しを明確にして教職員及

び関係団体との合意形成を図りながら進めること。 

 

 市教委交渉の直前に市教委から「米沢市の部活動の在り方に関する方針」が出され、各競技

団体への説明会も行われました。この方針について見解をただしました。  

組 合： そもそも学校が責任を持つ部活動に、土日の活動は含まれるのか。 

市教委： 部活動は、あくまで平日の活動であり、大会直前の土日の特例を除き、土日の地域

クラブでの活動は部活動ではない。 

組 合： 方針の中に、「校長は、………適切な校務分掌となるよう留意する」との文言があ

る。部活動を「校務分掌」と位置づけたのは、これまで例がない。部活動が「校務」

であるならば、当然勤務時間内にすべての活動を行う必要がある。  

市教委： この文言については、なお検討させてほしい。  

 

 

【米沢市における部活動及び地域クラブ活動の在り方に関する方針（令和 8 年 2 月策定）】 

 


